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中小企業等経営強化法に基づく導入促進基本計画の協議書 

 

 

   令和７年  ３月  ３日 

 

 

 中部経済産業局長 寺村 英信 殿 

 

 

春日井市長 石黒 直樹    

 

 

 

 中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づき、別紙の導入促進基本計画の

同意を得たいので協議します。 

 

 

  



別 紙 

 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

春日井市は、人口 305,531 人（令和６年２月 1 日現在）であり、内訳としては 15

歳未満 37,873人（12.4％）、15～64歳の生産年齢人口が 187,751人（61.5％）、65歳

以上の高齢者人口が 79,907人（26.1％）となっており、生産年齢人口は減少基調に

なっている。 

春日井市の産業構造は、産業大分類別構成比では、愛知県とほぼ同様の構成であ

り、製造業に関しては愛知県に比べて突出した業種がなく、バランス良く多様な業

種が分布しており、多様な業種が春日井市の経済・雇用を支えている。 

また、産業活動による生産（付加価値額）は 10,956億円となっている。また、分

配される所得総額は 13,071 億円で、生産÷分配で算出される地域経済循環率は

83.8％となっており、しかしながら実際には生産から地域外の所得への分配もある

ことから所得の 16.2％超を市外から獲得している状況となっている。 

中小企業者の実態については、市内企業に令和４年 11月に実施したアンケートの

回答から、人手不足が依然として続いている状況であることがわかる。今後は、事業

の再構築や設備投資を促すことにより、域内の中小企業の生産性を向上させる必要

がある。 

 

（２）目標 

春日井市では、中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本

計画を策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、先端設備等導入計画が

認定される事業者の労働生産性の向上を図り、県内で最も設備投資が活発な自治体に

なるため、年 30件の先端設備等導入基本計画の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

先端設備等導入計画が認定される事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関 

する基本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

 

春日井市の産業は、１（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等で

説明したとおり、多様な業種が分布しており、多様な業種が春日井市の経済・雇用を

支えている。このため、これらの多様な産業で広く事業者の生産性向上を実現する必

要がある。 



したがって、多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画において対

象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等全

てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

 

（１）対象地域 

春日井市の産業は、４箇所の工業団地を始め、広域で発展しており、春日井市都市

計画マスタープランにおいても、６箇所の産業誘導ゾーンを指定しており、今後も幅

広い事業者の立地を支援するよう計画している。 

 このため、広く事業者の生産性向上を実現する観点から、本計画の対象区域は、市

内全域とする。 

  

（２）対象業種・事業 

春日井市では、製造業、サービス業を始め多様な業種が地域の経済、雇用を支えて

いるため、これらの産業で広く事業者の生産性向上を実現する必要がある。したがっ

て、本計画において対象とする業種は、全業種とする。 

また、生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、ＩＴ導

入による業務効率化、省エネの推進等、多様である。したがって本計画においては、

労働生産性が年率３％以上に資すると見込まれる事業であれば、幅広い事業を対象と

する。 

 

４ 計画期間 

 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 国が同意した日から２年間（令和７年４月 1日～令和９年３月３１日）とする。 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

先端設備等導入計画の計画期間は３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に際し配慮すべき事項 

 

人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇用安 

定に配慮する。 

公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては先端 

設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本工業規格Ａ４とする。 

 


